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事 業 者 排 出 畳 削 減 計 画 書

7伊

∈彊塑ジ・変更)

ては、あ称及び代表者の氏る。記名

京者ほ第二赤十字病院 院長 中 島正

注 1該 当する□には、レ印を記入してください。特定事業者以外で自主参加される事業者の方fま、レ印の記入は不要です。

2 r基 準年度Jと は計画期岡の前年度を、 「日係年度Jと は計画期側の最終年度をいいますt

3「 事業所等排出区分Jと は 京 都府内の事業所年の事業活動のためのエネルギーの使用に伴い発生する近堂効果ガスを、 「輸送車両排出区分J
とは、自動車運送事業者については使用の本拠の位tEを京都市内とする車両の排出する温室効果ガスを 鉄 道事栄者については保有する々物軍

両スは旅客車両のリト出する温室効果ノスを、 rそ のlL排出区分」とは、上記以外の京都市内における事栄所字の事業活動に伴い発生する温室劾

果ガスをいいます。
4「 特記事項Jに は、平成2年度 (1990年 度)を 基準とした排出量の対比やエネルギー原Hl‐CO"卜 山畳、省エネ製品開発などlL者の温室

効果ガス排出肖け滅への貢献 グ ブーン翻差の採用1竹 定フロンなどの条例指定外の温室効果ノスの肖Ⅲ波などを記入してください。

京都市上京区釜座通り丸大町下がる春帯町355の 5

特定事業者の
主たる業種

一般病院

該当する軍業
者要件

F京 都府地球温暖化対策条fFl施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換
算して1,500キロツットル以上))

「 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又
はパス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)

「 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条 第4号該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模JF出事
業者 (二酸化炭素に推算 して3000ト ン以上))

計 画 期 贋 平成 18 年 4 月 平成 20 年 3 月

基 本 方 針 分散化 されている設備を効率良く運用 し、 2パ ーセン トのC02排 出量の削減を目指 します。

推 進 体 制 施設課を中心とし、院内報および院内メールを活用 し、各部署に指導、協力体制を推進する。

年度ごとの具
体的な取組及
び措置

、 工 ;

18～ 19 既存棟
試 偏 収 修 を 行 い 、材 碑 4Rlの泰 気 を 切 準 rJに 活 用 し既 存 凍 不 イ フ

~の
刀 ス tF質 ど 官広 ■H夕 罪 ぐ Oυ ‐

Jッ トル営‖薄 オ み

18-19 新棟
ヨ シ エネレ‐ションの達ほ剛お じおよび'上 帽的需の阿翔遷略時FFを島J源し タ ス精貿畳任原閥被

住 ィ を 聞 , 命 革 I I け w ヽ ル 営‖瀞 十 九

18-19 新棟 病棟以外の不要な衝所の消灯および照明の問引により原油換錬で年間10キ Hフ ント削減する。

18～ 20 既存棟 C窮 変電室の改修工事を行い高E変 圧器を高効率に更新し、原油擁算で8キ 0リ ットル削減する。

温室効果ガネ
の排出量等 排出区分

基準年度 (実績)
( 平 成17 )年 度
(二酸化炭兼換第 (1))

目標年度 (計画)
( 平 成19 )年 度
(二酸化炭秦換算 〈t))

自」滅 平

(計画)
(%)

A事 業所等排出区分 7,377 t 7229 t -2 11 %

B輸 送車両排出区分 t t %

cそ の他排出区分 t t %

排出合計 ャ1                 7377 t Ⅲ2               7,229 t -2 0 0/c

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減畳
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

(二磁化炭素換算 〈t

森林の保全及び整備 (整続面積) (吸収豊) t

府内産の木材の利用 〈利用量) IB` (削減量) t

自然エネルギーを利用 した電
力又は熱の供給

(売電量) kwh (削減量) t

く熱供給量) C」 (削減重) t

グリーン電力の購入 〈購入曇) kwh (削減量) t

削減畳等合計 t

差 引排 出畳

(排出合計―削減等合計)

基準年を輩 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)

Ⅲ1                  7377 t Ⅲ2)―←り          7229 0  t -2 %

特 記 事 項

連 絡 先 担 当 部 署

担 当 者 氏 名

住 所

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ リ番 号


